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組織公正理論(organizationaljusticetheory)は、Gr enberg(1987)によ り初 めて学術 論文のなかで
使われ た用語で ある。 しか し、組織 のメンバー が公 正感(justice)や公平感(fairness)を認知す るメカニ
ズムや プロセ スの研 究は、1960年代初期か ら研究 されていた。初期の分配的公正理論(distributive
justicetheory)は、ア ウ トカ ム(報酬 な ど)分配 の結果のみに注 目す る理論で あったが 、動機づけ理論
として一世を風靡 した。 しか し、その後 この理論か ら発展 した手続 き的 公正理論(proceduraljustice
theory)の研 究では、動機 づけ との関係 を示 した論文は ほとん どない。 一方。組織公正理 論 とコ ミュニ
ケーシ ョンの関係 に関 しては、意思決定のプ ロセ スをコン トロールす る手段 として、意 思決定に対す る
意見の表明機 会(Voice)を被意思決定者に与 えることが彼 らの公正感 に影響す る ことは多 くの調査 で示
されて きた。しか し、手続 き的公正理 論、および、その後発展 してきた相互作用的公正理論(interactional
jUsticetheory)は、コ ミュニケーシ ョンの概念 が中心 であるにもかかわ らず、 コミュニ ケー シ ョン研
究の中では、ほ とん ど言及 され ていない。 また、 コ ミュニケーシ ョンと動機づけの研 究 もほ とん ど研究
されていない。 そ こで、本研究は、プ ロセ ス ・コン トロール のための コ ミュニケーシ ョンと人に影 響を
与える対人 コ ミュニ ケー シ ョンが、組織公正の認識 を通 して動機づ けに どの ような影響 を与 えているの
かを明 らか にす るこ とを 目的 と してい る。 この ことによって、コ ミュニケーシ ョン学 と経 営学のなかの




II.対人 コ ミュニケー シ ョン、 プ ロセス 公正 感 、動 機 づ けの 関係
1対 人 コ ミュニケー シ ョン とプロセ ス公正感
本研究では、組織公正感を手続き的公正と相互作用的公正両者によって促進 される意思決定に至るまで
のプロセスの公正感 とい う意味で用いる(以下、プロセス公正感 とい う)。組織メンバーの公正感は、(1)
意思決定プロセスにおける制度的なプロセス ・コン トロールが確立され てお り(手続き的公正)、(2)意思
決定に至るプロセスや決定の理由の説明が明確になされ(相互作用的公正における情報公正)、(3)情報伝
達するときの情報伝達者の態度が誠意あるもの(相 互作用的公正における対人公正)で あるとき、被意
思決定者によって認知され ることが報告されてきた。これ ら(D、(2)、(3)はいずれ も組織内での対人 コ
ミュニケーションに関係 している。(1)のプロセス ・コン トm－ル としての手続 き的公正に関 しては、被
意思決定者 の意思決定に対する意見表明の機会が一つの重要な変数 である。 これをVOICEと呼ぶ。(2)の
相互作用的公正の情報公正 は情報の伝達倶 体的には、「説明」や 「正当化」)を正確に行な うことである。
そ して(3)の対人公正は、意思決定に関する情報を伝達する際のコミュニケーターの態度 と被意思決定者
の公正感の認識 との関係に焦点をあてている。本研究では、組織内対人コ ミュニケーションの動機づけ
に対する機能がそのテーマであることか ら、部下(被 意思決定者)か ら上司(意思決定者)へのVOICE、お
よび意思決定者が被意思決定者 に情報をどのようにして伝えるか とい う対人コミュニケー ションのあり
方に焦点をあてる。後者の対人コミュニケs-・一輪ションのあ り方に関 しては上記(2)と(3)が統合 されている。
すなわち、意思決定プロセスに関す る説明や正当化(情 報公正)を いかに適切なコミュニケーシ ョン ・
スタイルで伝えるか(対 人公正)と い う問題である。以下にこれ らの関係を考察する。
(1)VOlCE
手続 き的 公 正 理 論 は 、Leventha1(1976,1980)の6つの 構 造 的 コ ン トロー ル 基 準 とThibaut&Walker
(1975,1978)のプ ロセ ス ・コ ン トロー ル 理 論 に 起 源 が あ る。Leventhalは、 意思 決 定 の 公 平感 ・公 正感
を 高 め る た め に は 、 手続 き が(1)一 貫性 が あ る、(2)バ イ ア ス が な い 、(3)正 確 で あ る 、(4)誤 りが あ
る 場 合 に 訂 正 可 能 で あ る 、(5)関 係 者 す べ て の 声 を代 表 して い る 、(6)そ の 組 織や 社 会 で の 倫 理 的 基 準
に 基 づ い て い る こ とが 必 要 で あ る と提 唱 した 。 そ の 後 、Folger(1977)によ るVOICEの研 究 に よっ て 、プ
ロセ ス ・コ ン トm-一ール 理 論 が初 め て組 織 の 研 究 に 適 用 され た。VOICEとは ア ウ トカ ム(与 え られ るあ るい
は 分 配 され る報 酬)の 意 思 決 定 プ ロセ ス に お け る被 意 思 決 定者(ア ウ トカ ム を受 け 取 る側)の 発 言 ・意
見 表 明の 機 会 で あ り、Leventhalの6つの コ ン トロー ル 基 準 の うち と くに(5)が 関 係 して い る。VOICEは、
意 思 決 定 に影 響 を 与 え る こ と も あ り、(4)に も関 係 して く るの で 、 被 意 思 決 定 者 の プ ロ セ ス公 正 感 を 促
進 す るの に 非 常 に 有 効 で あ る。





Folger(1977)は、実験室 実験 で、特 に、不公平状況にあって、その状況が変 わ らない ときは、VOICE
が ない ときよ りもあ る ときの方が 、報酬 を支払 うプロセ スが公平だ と認識 されて いた こ とを発見 した。
一方、VOICEの機 会を与え られ たあ とにそ の分配内容が改正 された場合は、VOICEなしで改正 された とき
よ りも公正感 は高 くなか った。 自己の意 見を意思 決定者 に表明 しな くて も、意思決定者がその不公正 に
気が付 き自ら認 め改 正 した場合、公正感 を強 く感 じる とい うことで あろ う。 あるいは事態が変わ らな く
ても、VOICEが与え られ るだけで被意思決 定者 の納得性 は高まるが、VOICEのが与 え られ た後事態が良 く
なる場合は、不公正 であった ことを再確認す る とも考 え られ る。 ただ し、VOICEを与え られ ていた人 たち
の方が 、与 え られ ていなか った人 たちよ りも報酬分配 プ ロセ スに対す る満足感 は高か った。Folgerら
(1996)は、法廷の状 況にお いて、VOICEが、裁判官 にだ け与 えられ ていた り、あ るいは係争者だけに与 え
られ てい るよ りも、係争者 同士のVOICEと裁判官か らの質疑応答が 両方認 められ る方が公平感が高か った
ことを発見 した。Lind,Tyler,&Huo(1997)は、VOICEは、 自己が所属す るグル■・一・プでの生活に積 極的
に参加 する機 会 をメンバ ーに与 え、発言 を聞いて もらえる とい うことが、 自己の存在 が他のメンバーか
ら尊重 され てい るこ とを確 信 させ るので 、公正感 が促進 され る、 と述べている。Bies&Shapiro(1988)
は、VOICEと正 当化の コン ビネー シ ョンで、VOICE+正当化>VOICEなし+正当化>VOICE+正当化な し 〉 両
方な しの順位 で、被意思決 定者 の公正感 が高 かった ことを報告 している。
このよ うに、VOICEとい うプ ロセ スを コン トロール する コ ミュニケーシ ョンが被意思決定者 の公 正感 と
肯定的 に関係 してい るこ とは間違 いない よ うで ある。 しか し、上述 のBies&Shapiro(1988)の研究が
示唆す るよ うに、相互作用 的公正 に関係す る対人 コ ミュニケーシ ョン(情報公 正 と対人公正)も意思決定
者の公正感 の促 進に効果的 であ ると考 えられ る。次姉では、組織 内対人 コ ミュニケー シ ョンと公正感の
関係 を考察す る。
(2)戦 術 と して の 対 人 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン
VOICEが,プロセ ス の コ ン トロー ル の た め の 制 度 的 お よび構 造的 な コ ミュニ ケー シ ョンで あ るの に対
して 、 相 互 作 用 的公 正理 論 の情 報公 正 と対 人公 正 に 関 す る研 究 は、組 織 の 中 の人 々の 相 互作 用 にお け る
情報 の 伝 達 と伝 達 の 仕 方 す な わ ち 対 人 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン の プ ロセ ス公 正感 へ の影 響 の 可能 性 を示 唆 し
てい る。Greenberg(1994)は、情 報 公 正 を 「意 思決 定 がい か にな され た か を説 明 す る た め に使 われ た 情 報
の妥 当性 と与 え られ る徹 底 した 説 明」(p.288)と定 義 し、対 人 公 正 を 「受 け 取 られ た ア ウ トカ ム 以上 に(そ
れ らが 与 え られ る とき に)示 され る(ア ウ トカ ム 供給 者 の)関 心 や社 会 的 敏感 性 の程 度 」(P .289)と定
義 して い る(カ ッコ の部 分 は 本 論 文 の 著 者 に よ る)。 情 報 公 正 も対人 公 正 も組 織 メ ンバ ー の公 正感 に影
響を 与 え て い る こ とが 、 これ ま で の多 くの研 究 で示 され て い る(前 者 に関 して は 、 た とえ ば 、Folger,
Konovsky,&Cropanzano,1992;Brockner&Greenberg,1990;Bies,1987a,1987b;Bies&Shapiro,





本 研 究 で は 、VOICEとい うプmセ ス ・コ ン トロー ル の コ ミュニ ケ ー シ ョン と と もに 、相 互 作 用 的 公 正(情
報 公 正 お よ び対 人 公 正)の 知 見 を 基 に 、 よ り具 体 的 な組 織 内 対 人 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 戦 術 を考 え る。 そ
の た め に 社 会 心 理 学 で 研 究 され て きた 影 響 戦 術(influencetactics)とい う研 究 が非 常 に 示唆 的 で あ る。
影 響 戦 術 とは 、 文 字 通 り相 手 に 影 響 を 与 え て 自分 の 望 む 方 向 に相 手 を 向 か わ せ る 戦 術 で あ る。 これ は 、
KipRis,Schmidt,&Wilkinson(1980)の研 究 に 始 ま る。 そ の 後 、 多 くの他 の 研 究 者(Ambr・se&Harland,
1995;Falbe&Yuk1,1992;Kipnis&Schmidt,1985,1988;Schriesheim&Hinkin,1990;Somech&
Drach-Zahavy,2002;Yukl&Falbe,1990,1991;Yuk1&Tracey,1992;Yukl,Falbe,&Youn,i993;
Yuk1,Guinan,&Sottolano,1995;Yukl,Kim,&Falbe,1996)が以 下 の よ うな影 響 戦 術 を提 示 して き
た 。 そ の 影 響 戦 術 と は 、 断 言 的 主 張(assertiveness)、機 嫌 取 り(ingratiation)、合 理 的 見 解
(rationahty)、利 益 交 換(exchangeofbenefits)、上 方 向 ア ピー ル(upwardappea1)、鼓 舞(inspirational
appea1)、協 議(consultation)、個 人 的 ア ピー ル(personalappeal)、合 法 的 戦 術(1egitimatingtactics)、
プ レ ッシ ャー(pressure)、友 情(friendliness),取引(bargaining),(政治 的)連 携(coalitions)、
脅 威(threats)、制裁(sanctions)、虚 偽(deceit)、妨 害(blocking)、で あ る。 これ らの影 響 戦 術 を
バ 一ー－F'(hard)、ソ フ ト(soft)、合 理 的(rational)の3っの カ テ ゴ リー に分 類 した研 究 者 もい る(Falbe
&Yukユ,1992;Kipnis&Scbmidt,1985;Somech&Drach-Zahavy,2002)。ハ ー ド影 響 戦 術 は 、断 言 的
主 張 、制 裁 、(政 治 的)連 携 、妨 害 、 非 人 聞 的 交 換 を含 ん で い る。 ソフ ト影 響 戦 術 に は 、 機 嫌 取 り、 上 方
拘 ア ピー ル 、 友 情 が含 ま れ る。 合 理 的 影 響 戦 術 に は 、 合 理 的 見 解 や 好 意 的 交 換 、 な どが 含 まれ る(Falbe
&Yuk1,1992;Kipnis,etal.,1980)。
影 響 戦 術 は 説 得 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン お よび 交 渉 コ ミュニ ケー シ ョンに 非 常 に似 て い る 。 説 得 コ ミュ ニ
ケー シ ョンや 交 渉 コ ミュ ニ ケー シ ョン も 、相 手 の 態 度 を変 容 させ て 、 自分 の 意 見 を受 け 入 れ させ よ う と
い う コ ミュニ ケー シ ョン で あ る。 前 者 は 、影 響 を 与 え る 内容 で あ り後 者 は そ れ を い か に 伝 え るか とい う
点 で 、 同 一 の 概 念 で は な い もの の 、 前者 は後 者 に よ っ て表 現 され 、 伝 達 され る こ とか ら影 響 戦 術 の3つ の
分 類 を組 織 コ ミュ ニ ケー シ ョン戦 術 に も適 用 で き る で あ ろ う。Yamaguchi(2004)は、対 人 コ ミュ ニ ケ ー
シ ョン戦 術 と して 以 下 の14の戦 術 を 提 示 した:高 圧 的 、 要 求 的 、 警 告 的 、脅 迫 的 、 友好 的 、 ほ め る 、 お
だ て る、 同 情 的 、 理 詰 め 、 条 件 的 約 束(返 礼 交 換)、 無 条 件的 約 束(返 礼 を求 め な い約 束)、 規 範 的 ア ピー
ル 、 質 問 、 自己 開 示 で あ る。 これ を 影 響 戦 術 の 分 類 と同 じハ ー ド、 ソフ ト、合 理 的 コ ミュニ ケ ー シ ョン
戦 術 に分 類 して み る と、 理 論 的 に は 、 高 圧 的 、 要求 的 、 警 告 的 、脅 迫的 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョン は 、ハ ー
ドコ ミュニ ケー シ ョン戦 術 に 、 友 好 的 、 ほ め る 、お だ て る、 同 情 的 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョン は ソフ トコ ミ
ュニ ケー シ ョン 戦 術 に 、そ して 、理 詰 め 、条 件 的 約 束(返 礼 交 換)、 無 条 件 的 約 束 く返 礼 を求 め な い約 束)、
規 範 的 ア ピー ル 、 質 問 、 自己 開 示 とい っ た コ ミュニ ケ ー シ ョン は、 合 理 的 コ ミュニ ケ ー シ ョン戦 略 に分
類 で き る。 以 下 に 影 響 戦 術 の 知 見 を 引 用 しなが ら、 これ ら3つ の コ ミュニ ケ ー シ ョン戦 術 とプ ロセ ス公 正
感 の 関 係 に 適 用 す る こ ととす る。
Falbe&Yukl(1992)は、鼓 舞 と協議 が最 も有 効 な影 響 戦 術 で 、 プ レッシ ャー 、 合 法 化 、政 治 的連 携
が 最 も効 果 的 で な く、合 理 的 説 得 、機 嫌 取 り、 個 人 的 ア ピー ル 、交 換 が そ の効 果 性 に お い て 中間 く らい
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で あった と報告 してい る。また、Yuk1&Tracey(1992)の研究 では、最 も効果 的な戦術は合理的説得、
鼓舞 、協議 であ り、合法化、機嫌取 り、交換 は中間に位 置 し、プ レッシャー と政治的連携 は最 も効果が
なかった。また、鼓 舞、機 嫌取 り、プ レッシャー は下方向 に対 して最 もよ く使 われ 、合理的説得、鼓舞 、
協議 は職 務 コ ミッ トメン トと経営効果 と最 も強い相関関係があ った。また、Ambrose&Harland(1995)は、
「合理性 は最 も頻繁に使われ る戦術であ る…合理性 、協議 、鼓舞 は効果的影響 を与え よ うとす る意図 と
最 も しば しば関係 してい るよ うである」(p.107>と述べてい る。Yuklら(1993)は、鼓 舞、協議 、機嫌取
り、交換 、合法化 、プ レッシャーは下方向で利用 され る傾 向があ り、 交換 とプ レッシ ャー以外は、 コン
ビネー シ ョンで利用 さる とよ り効果的 であった ことを発見 した。Yamaguchi(2004)は、 コミュニケー ショ
ン戦術 と意 思決定 プロセ スの公正感 との関係 を報告 した。 その調査 の結果 では、3つの コ ミュニケーシ ョ
ン戦術 の うち、ハ ー ドコ ミュニ ケーシ ョン戦術のみがプ ロセス公 正感 を減 じていた。合理的 コ ミュニケ
ーシ ョン とソフ トコ ミュニケー シ ョンは、プ ロセ ス公正感 を促進 していた。 これ らの知 見か ら、ハー ド
コ ミュニケー ションはプ ロセ ス公正感や動機づ けには影響 を与えない と予測 され る。
先述 した よ うに、「正 当化」は、情報公正の一つの概念 であ り(Bies,1987a;Bie9&Shapriro,1988)、
正 当化のた めには 、理由 を示 す ことが必要で あるので、 ソフ トコ ミュニ ケー シ ョン戦術 よ りも合理的 コ
ミュニ ケー シ ョン戦術 によって伝え られ るほ うが効 果的 であろ う。 また 、情報公 正の も う一 つの概念 で
ある 「説明」も、組織 メンバーの公正感 の認識 に強 い影響 を与 えてい るこ とがわかっている(Brockner&
Greenberg,1990;Shapiro,Buttner,&Barry,1994;Folger,Konovsky,&Cropanzano,1992)が、説
明は、合理 的 に、矛盾 のないよ うに、相手が わか るよ うに述べる ことであ る。 この よ うに、合理的 コ ミ
ュニケー シ ョン戦術 は、正当化 や説明 といった情 報公正 を伝 えるのに最 も有効 な手段 であろ う。 したが
って、本研究 においては、プ ロセス公正感 に関係 のある対人 コ ミュニケー シ ョン として合理 的コ ミュニ
ケー シ ョン戦術 を提示す る。
合理的組織 コミュニケー シ ョン戦術の うち、理詰めは、メ ッセー ジの送 り手 あるいは意思 決定者が 、
メッセー ジの受け手に対 して、理 にかな った説明 をす ることである。 明確な根 拠を提 示 して説得 しよ う
とす る コ ミュニケー シ ョンである。約束 とは、 メ ッセー ジの送 り手 と受け手の間の利 益の交換性 を強 調
する。 メ ッセ ージの受 け手が メ ッセー ジの送 り手あるいは意思決定者 の提示す る条件 を受 け入れ るな ら、
後者 も前者の利益 を保 証す ることを強調す るコ ミュニ ケー シ ョンは条件的約束 であ り、返礼を求めない
約束は無条件約束であ る。約 束 と言 うのは、明確 に時期や条件 を提示す る とい う意味で合理性 を強 調で
きるの である。規範的ア ピール とは、他 の組織 メンバーがその よ うに してい る とい うよ うに組織内の合
理性 を強調 し、組織 的規範 に訴 えるコ ミュニケーシ ョンであ る。質 問は上司が部下に質 問 をす ることで 、
不透明な部分 のフ ィー ドバ ックを得て、意思決定プ ロセスの合理性 を示す こ とがで きる。自己開示 とは、
自己の下 した意思決 定に関 しての情報 を積極 的に部下に公 開す るこ とであるか ら、意思決定プ ロセスの
合理性 を示 す ことがで きるコ ミュニケー シ ョンで ある。
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2.プ ロセ ス 公 正 感 と動 機 づ け と の 関 係
手続 き的公正感 お よび相 互作用的公正感 、すな わ ち,プ ロセ ス公正感 の認知 は、組織 メ ンバーの(a)職
務満足(jobsatisfaction);(b){言頼(trust);(c)コミッ トメ ン ト(organizationalcommitment);
(d)㏄B(organizationalcitizenshipbehavior);(e)転職 ・離職(turnover);(f)従業員窃盗行為
(employeetheft);(g)職場攻 撃(workplaceaggression)などに強 く関係 す るこ とが これ ま での 多
くの研究で示 され てきた(Beugre,1998)。プ ロセ スの公 正感 は コ ミッ トメン トやOCB(組織の 中で 、組織
に とって必 要 と思 われ る行動 を積 極的 に とる こと)と い った組 織 メ ンバー の肯定 的な組 織行 動を動機 づ
けてお り、逆 に、 プ ロセ スの不公 正感 は、転職や 無断 欠勤 の よ うに働 く意欲 を減 じた り、従業員窃 盗行
為や職 場攻 撃 とい った否 定的組 織行 動 を動機 づ けて い る。 以 下 にい くつか の研 究の知 見 を提 示す る。
Tepper&Taylor(2003>は、373人の警備 員 と彼 らの上司(スパー ヴァイザー)を対 象に行 った調査 で、上
司の手続き的公正感 が彼 らのOCBと部下 の手続 き的公正感 につ なが り、そ して、部下の手続 き的公 正感 が
部下 めOCBに直接影 響 を与えてい る こ とを発 見 した。Sweeney&McFarlin(1993)は、分 配的公正が給 与
の よ うな個 人 レベル の評価 に影 響 を与え ていたが 、手続 き的公正 は、 コ ミッ トメ ン トな ど組 織 レベル の
評価に影響 を与 えていた こ とを発 見 した。Shapiro&Kirkman(2001)は、予期 し うる不公 正は、低 コミ
ッ トメ ン トや 低OCBなどの よ うな 目的 に反す る組織 行 動 につ なが る傾 向が あ る こ とを報 告 して い る。
Greenberg(2000)は、公平的手続 きを利 用 している組織 は公 平性 に対する根本 的な公 約 に関す る強 いメ
ッセー ジを伝 えるので あ り、それ は、従業員 が組 織か ら受 けた ア ウ トカム に関わ らず 、彼 らの組織 への
コミッ トメン トを高 める と述 べて いる。Colquitt,Noe,&Jackson(2002)は、チー ムの手続 き的公 正 と
い う風 土 とメンバ ー行動 の関係 を調査 したが、手続 き的公 正 の良好な雰囲気 のあ るチー ムほ ど業績 が高
く、 また メンバー の欠勤が少 ない傾向が ある ことがわ かった。Vermunt(2002)は、部下の ス5レ スそ して
それ に続 く欠勤 は、上 司の不公正 な行 為が原 因 である とい うデ ー タを提示 した。Bies&Tripp(2001)は、
多 くの場 合、認知 され た不公正 に対す る反 応は まず復讐 で あ り、復 讐は 、最 も しば しば、公正 を取 り戻
す こ とを意図 して行われ る と述べ ている。
このように、肯定的組織行動のなかには組織および職務へのコミットメン トや好業績が含まれ、否定
的組織行動のなかには欠勤や復讐が含まれていた。 これまでの研究で、組織公正と動機づけの関係を研
究 したものはほとん どないが、コミッ トメン トや好業績は明 らかに働 く意欲が強くなること、すなわち
仕事への動機づけが促進 されていることを示 してお り、欠勤は明 らかに働 く意欲の減退を示唆 している。
したがって、組織公正 と動機づけには関係があることが予測 され る。
m.仮 説の提示
前節までに、VOICEと意思決定者およびその結果の情報伝達者の利用する対人 コミュニケーションの種
類 と被意思決定者(そ の結果の情報受信者)の プロセス公正感 ・不公正感の関係、そ して、従業員のプ
ロセス公正感 ・不公正感 と彼 らの肯定的 ・否定的行動の動機の関係に関 して、これまでの研究の知見に
一112一
堕治大学社会科学研究所紀要
基づい て考察 した。 その 考察 か ら、対人 コ ミュニケー シ ョン とプ ロセ ス公 正感 の関係 、そ して、プロセ
ス公正感 と仕事 への動機 づけ との関係が予測 で きる。VOICEおよび合理的 コ ミュニ ケー シ ョン戦術 は、組
織 メンバー のプ ロセス公 正感 を促進 し、彼 らの プロセ ス公 正感 は肯定的組 織行動 を動機づ けるこ とを示
唆 していた。一 方、現在 の ところ、組織 内対 人 コ ミュニケーシ ョン と動 機づ けの直接的 な関係を示 した
研究 報告はほ とん どない。 プ ロセ ス公正感が 両者 の関係 に影 響 を与 えてい る と考 え られ る。以 上の こと
か ら、以 下の仮説 を構築 す ることがで きる。
仮説1VOICEと動機づけの関係 は 、プ ロセス公正感 によって媒介 され てい る。
仮説2合 理的 コミュニケー シ ョン戦術 と動機 づ けの関係 は 、プ ロセ ス公 正感 に よって媒介 されてい る。
lV.方 法
1被 験 者 と調 査 手 順
質問票 は2002年10月～2003年1月にか けて首都 圏 と大阪地 域のホ ワイ トカ ラー ワーカーに配布 された。
一企業 の従業 員ではな く、東京 と大 阪にあ る ビジネス研修 コー スに(人的 資源管理 コース、ファイナ ンス、
マー ケテ ィング、な どの多岐 にわた る コースがあ る)数 十社 の企業 か ら派遣 され た従業員約200名 に5
部ず つ渡 し、社 内で返信用封筒 と切 手 とともに配布 して もらった。 また 、 これ らの コー スをすで に卒 業
した 従業員 に も郵 送で配布 した。 返信用封 筒には返信先 の研 修機 関の住所 が記 されてお り、質問票の 回
収は郵送法 で行な った。 合計で323の回答が返送 された(回収率29.4%)が、その うち28部 に関 しては回
答が不完全であ ったため分析 か ら削除 された。その結果、295人か らのデー タが分析 された。
被験 者の年齢 は23歳～57歳で、平均年齢 は35.81歳(●6.85)であった。性別の割合は254名(86.1%)
が男性 であ った(8名は性別 に関 して無回答)。また被験者の うち75.2%が学士号以上の学位 を有 していた。
2質 問 項 目
組織 においてf公 正」 を理解す るためには、不公 正感 を想 起す るこ とが必要で あ り(Bies,1987b;Bies
&Tripp,200i;Bies&Tripp,2002)、受 け取 ったア ウ トカ ムが、その人が期待 していた ものでない と
き、そのア ウ トカムが不公平だ と評価 す る(Vermunt,2002)。つ ま り、 「従業員 が最 も強 く反応す るの
は不公正に対 してで あるか ら、公 正感 よ り不公正感 に注 目す る必 要があ るj(Bies&Tripp,2002,pp.
206-207)のであ る。それ ゆえ、本調査 の質問票において も、回答者 は、VOICE、合理 的コ ミュニケ・一シ ョ
ン戦術、プ ロセ ス公正感 の3っ の質 問に答 える際、彼 らが上 司や 会社に よって彼 らの要求が拒否 され た
り、とて も期待はずれ なア ウ トカムを受 け取 った りした ことの ある一つの経験 を思い出 して もら うこ と





VOICEは、潜在 変数 と してモデル に投 入 され てい る。 この変数 は3つ の観 測変数 に よって構成 され てい
る。被 験者 には、以 下の3つ の質 問 に対 して、1(ま った くそσ)とお りでな い)～7〈 ま った くその とお
りであ る)の7点 尺度 で回 答 して も らった1(a)あ なた は、その意思 決定に参加 す る(自 分の 意見や提
案 を聞いて も らう)機 会 を どの程 度 与 えられ ま したか?(b)あ なた は、 ご 自分の ご意 見 ・見解 ・考 え方
が どの程度意思決 定者 に よって考慮 された とお考 えで しょ うか?(c)あ なたの ご意 見がその意思決 定 に
どの程度影響 を与えた と思 いますか?(a)の 質問 に対 してのみ、 その提案 の初期 か ら決 定後 そ して全過
程にわた っての5つ の時期 に関 してそれぞ れ答 えて もらった ので 、その ス コア をす べて合計 し、平均値
化 して(a)のデー タと した。
(2)合 理的 コ ミュニケー シ ョン戦 術
被験者 の上 司(意思決定者)が 、被験者 に直接影 響のあ る施策 、制度 、規 定の制 定、勤務評定 、処遇 の
決定 な どの結果 を 自分に伝 えた ときに、コ ミュニ ケー シ ョン戦術 を どの程度利 用 した と思っ たかを 、1(ま
った くそ うで ない)～7(ま った くそ の とお り)の7点 尺度 で答えて もらった。
質問 票にお けるコ ミュニ ケー シ ョン戦術 は14提 示 され ていた。探索的 因子分 析(最 尤法 、プ ロマ ソク
ス回転 後)の 結果 、4つ の因子 が抽 出 され た。その うちの5っ の コ ミュニケー シ ョン戦術 で構成 され てい
た因 子が、本研究 におけ る合理 的 コ ミュニ ケー シ ョン戦術 に適 合す る もので あったの で、本研究 では、
この5つ を合理的 コ ミュニ ケー シ ョン戦術 と して分析 に加 え ることに した。規範 的 ア ピール が理論 的に
は合理 的 コ ミュニ ケー シ ョン戦術 と して含 まれ てい るはず であ ったのだが、探索 的因子分析 の結果 、規
範 的ア ピール は一つだ け第 四因子 と して 被験 者に認識 され ていた。1他の5っ の 合理的 コ ミュニ ケー シ ョ
ン戦 術 と同 じ因 子に含まれ てお らず 、一つ だけの変数 であ った こ とでデー タ としての信頼性 も測 定で き
ない こ とか ら、この コ ミュニ ケー シ ョン戦術 は分 析か ら除外 された。5っ の合理 的 コ ミュニケー シ ョン戦
術 は以下の とお りで ある:理 詰め に よる コ ミュニケー シ ョン、交換 条件 的約 束、無 条件約 束、質 問、 自
己開示 、であ る。
本研究 では、合理的 コ ミュニケー シ ョン戦術 の変数のみ観 測変数 と してモデル に投 入 した。他の変 数、
すなわ ち、VOICE、プ ロセ ス公正感 、動機 づ けは、潜在 変数 としてモデル に投入 された。 これ は 、合 理的
コ ミュニケー シ ョン戦術のみ 、上述 の よ うに 、他 の9つ の組織 コ ミュニケー シ ョン戦術 と一緒に質 問票
のなか に提示 され ていたか らである。 先に、探 索的因子分析 を行 い、 この5っ を抽 出 したので、 共分散
構 造分析(Structuralequationmodeling=SENI)のなかで も う一度検証 的因子分析 を行 う必 要がない
か らである。 この合 理的 コ ミュニケー シ ョン戦術の信頼性 係数 は、 α=.76であ った。
(3)プ ロセ ス公正感
プ ロセ ス公正感 に対す る質 問項 目は、Biesら(1988)の研 究で使 われた 質問項 目を改 変 して使 った。




ったと感 じま したか?(b)それ らの決定は、公正な方法でなされたとお感 じにな りま したか?こ れ ら2
つの質問は、プロセス公正感 とい う潜在変数を構成 している観測変数である。
(3)動 機づけ
動機づけに関 しては、以下の質問をした。(a)あなたは、仕事に対する意欲をどの程度お持ちですか?
(b)あなたは、 自分か ら仕事を見つけるなど、積極的にご自分の職務に取 り組む気持ちを どの程度お持
ちで しょうか?こ れ らの質問に対 してt(ま ったくそ うではない)～7(まった くその とお り)の7点 尺
度で回答 してもらった。これ ら2つの質問は、動機づけ とい う潜在変数を構成 している観測変数である。
V.結 果
合 理 的 コ ミュニ ケー シ ョン 戦 術 、VOICE,プロセ ス公 正感 、 仕 事 へ の 動機 づ け の 関 係 をAOMS5.0
(Arbuckie&Wothke,2003)を利用 して、共分散構 造分析(structuralequationmodeling=SEM)を行
った。結果 は、図1の とお りで あった。楕 円形で囲 まれ た変数 は潜在変数 であ り、長方形 のボ ックスはす
べて観 測変数 で ある ことを示 してい る。el～e8は、誤差 であ り、dlとd2は、撹 乱変数 であ る。 潜在 変数
と観測 変数 か ら伸 びてい るパスは標準 化係数(β)で あ り、楕円形 と長 方形 ボ ックスの上 の数値 は決定
　
係 数(尺)を 表 して い る。 統 計 的 に有 意 で あ っ た パ ス は 実 線 で 、 有 意 で な か っ たパ ス は 点 線 で表 され て
い る。
分 析 の 結 果 、Z2が 有 意 で な く、 ま た 、 そ の 他 の 適 合 度 指 標 をみ て も(〆 』20.98,df=14,ρ=.102;
GFI=.982;AGFI=.954;CFI=.995;RKISEA=.041)、この モ デ ル が 極 め て 適 合 度 が 高 い こ とが 良 く
わか る。
VOICEは、 プ ロセ ス 公 正 感 、合 理 的 コ ミュニ ケ ー シ ョン戦 術 、動 機 づ け の す べ て と有 意 な 関 係 が あ った
(それ ぞ れ 、 β=.62,p〈.001;β=.33,ρ〈.001;β=.18,p〈.Ol)。合 理 的 コ ミュニ ケ ー シ ≡1ンは 、
プ ロセ ス公 正感 と は 関 係 が あ っ た が(β=、13,ρ=.01)、 動 機 づ け と の関 係 は 認 め られ な か った(β=,06,
n.s.)。そ して 、プ ロセ ス 公 正感 と動 機 づ け とは 関 係 が な か っ た(β=一.08,n.s.)ため 、こ の 変 数 はVOICE
と動 機 づ け 、お よび 合 理 的 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン戦 術 と動 機 づ け との 関 係 を媒 介 して い な か った 。ゆ え に 、





























1.結 果 の解 釈 と学 問 的 示 唆
仮 説は支持 され なか った が、い くっかの重要 な発見 があった。VOICEがプ ロセ ス公正感に対 して非 常に
強い影響力 を与 えていた。 この ことは、意思 決定の プロセ スを コン トロールす る ことによって、分配 さ
れたア ウ トカムや 要求拒否 に よる否 定的感情 とは別 に、少 な くともその意思決 定にいたるプ ロセ スは公
正で あった と認識 されていた こ とを示 した。 これ は、手続 き的公正理論 のこれ までの多 くの知見(e.g.,
Bies,1987a;Bies&Shapiro,1988;Folger,1977,1987;Folger,Cropanzano,Ti㎜erman,Howes,&
Mitche1,1996;Lind&Tyier,1988;Lind,Tyler,&Huo,1997;Sheppard,1985;VandenBos&Lind,
2002)を確認す る結果 であ った。VOICEは、合理的 コ ミュニケー シ ョン戦術 に対 して も比較的強 い影響 を
示 していた。 これ は、被意 思決定者 がVOICEを与え られ た場合 、そ して 、その機会 を行使 した場合 には、
意思決 定の伝達以 前にプ ロセ スに影響 を与えるので あるか ら、意思決定者が被意 思決定者 に実際 に伝達
す る際に 、前者 は後者 の否 定的な気持 ち(不公 正感)を少 しで も緩和 しよ うとして、合理的 コ ミュニ ケー
シ ョン戦術 を利用 して伝達す る とい うことを示唆 してい る。そ して、合理的 コ ミュニ ケーシ ョン戦術 は
プ ロセス公正感 に影響 を与 えていた。VOICEと合理的 コ ミュニケー シ ョン戦術は 、プロセス公正感の分散
の46%も説明 している。 しか も、図1のモデル か ら、合理 的 コ ミュニケー シ ョン戦術の変数 を除外 して、
VOICEとプ ロセス公 正感 の関係 のみのモデル として適合度 を測定 した ところ、適合度はまった く良くなか
ったCτ2」19.33,df=3,p=.016)。また 、VOICEの標準化係数が 、合理的 コ ミュニケー シ ョン戦術
を加 えることによ り、.04下が り、 わずか2%で はあ るが決定係数 が上が った。 これは、合理的 コ ミュニ
ケー ション戦術が 、VOICEとプ ロセス公 正感 の関係 をモデ レー トしてい ることを示 している。 これは、新
しい発見である。 また、手続 き的公正理論 の研究では 、VOICEが被意思 決定者の公正感 に影響 を与 えると
い う多 くの知 見があるが 、VOICEを行使 す ることによって、プロセ ス公正感 に影響 を与 える意思決定者の
コ ミュニ ケー シ ョンの仕方 に も影響 を与 えている ことは発見 され ていない。 この発見は、手続 き的公正
理論や相互作用的公正理論 が扱 って こなかった種類 の コ ミュニ ケーシ ョンが、組織公正理 論に加 え られ
る価値 がある こと示唆 して いる。
動機 づけに対す る各変数 の影響力で あ るが、VOICEが直接影響 を与 えてい る以外は、認 められなかった。
VOICEは、意思決定 に 自己が参加 している とい う意識 を被意思決定者 に与 える。意思決定に参加 する とい
うことは 、自己の存在 と自己の発言の価値が認 あ られ る ことで ある。 したがって、た とえ期待 を裏切 る
結果が返 って きて も、次の仕事機 会が ある とい うことを期待 させ るの だ と思 われ る。 これ まで 、手続 き
的公正 と動機づけ との関係 を示す研究は ほ とん どないのであ り、VOICEと動機づ け との関係の発見は重要
な知見 となるであ ろ う。
プロセ ス公正感 が コ ミッ トメン トやOCBに は影響 を与える とい う知 見にもかかわ らず、本研 究では、
なぜ動機 づけには影響 を与 えていなか ったのか。 プ ロセ ス公正感 は、働 く意欲や 動機づ け とい う一般 的
な概念 よ りも、 コ ミッ トメ ン トやOCBと いったよ うな具体的 な組織行動 に対する影響力を示 すのだと思
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われる。っま り、評価 される手続 きの公正性が確立 していれば、意思決定者は、被意思決定者の仕事の
結果だけでなく、職務を完遂するにいたるまでの過程の仕事 も明確に、公正に評価 してくれ ると被意思
決定者は判断するに違いない。仕事の過程を見ずに結果だけが判断 される場合は、不公正感 を感 じるこ
とも多いであろ う。もし結果だけではなく、結果 にいたるまでの過程を公正に評価 してくれ るな ら、ど
れだけ組織に貢献 したか、そ して、 どれだけ努力をしたか(コ ミッ トメン ト)を被意思決定者は示 した
いだろ う。また、自分の報酬には直結 しないかもしれないが、組織のためになる仕事に従事 している(OCB)
ことを評価 して欲 しいのである。 したがって、プロセス公正感が認識されると従業員のコミッ トメン ト
やOCBが促進されるに相違ない。単に結果を出すために働くことは、プロセス公正感の認識によっては、















があると判断され るとグレー ドが上がるとい う意味では理論的には能力主義である。しか し、実際には、
職務 を遂行する能力を判断する基準が暖昧であることか ら、職能資格の判断も年功的な運用に陥ってし
まっていた。バブル経済崩壊後の長い不況は、職能資格制度の年功的運用の維持 を経済的に困難にした。
また、 日本人の意識も大きく変化 してきたこともあり、各企業とも、成果にみあった給与とい う処遇に
変換 したのである。成果主義そのものは、給与な どの処遇面という一部の組織変革に過ぎないのだが(守
島、2004)、「平等(equality)」に慣れている、そして、文化的にも平等精神に適 してきた日本人にとっ






らない。評価 お よび結果に対 して従 業員が納 得で きるよ うに しな くてはな らないのであ る。これまでは、
「年 齢 と相関関係 の高い」職能 資格 に よって、給与 な どは、同 じ条 件 で入社 した従業 員間で は、それ ほ
ど個人 間に大差 な く分配 され ていた。 特別 、評価 のプ ロセス を示 す必要が なか った。成 果主義 は、個人
間に大 きな格差 を生み出す。 ア ウ トカ ム(結 果)に 応 じた もの だか らである。 そ の結 果にい たったプ ロ
セ スが明 確 に示 され ない と、従業 員は納 得で きず 、評価 にいた るプ ロセ スを不公正 と認識す る。 その結
果、従業 員は否定 的な組 織行動 を起 こす か、あ るいは、肯定的 な組織 行動 が動機づ け られ な い。 したが
って、意 思決定プ ロセ スの公正感 を示す 必要が あ る。 本研究は 、プ ロセ ス公 正感 が動機 づけ に影響 を与
えてい るこ とを示す ことはで きなか ったが、VOICEを与え ることや合理的 コ ミュニケー シ ョンのスキル を
上司が有 す るこ とは、それが評価 の納得性 を高め る ことか ら、現代 の 日本企業 に とっては、 これま で以
上に重 要 であるこ とを示唆 した。
組織 公正 理論の研 究は、成果主義 的処遇 を 日本 よ りは るかに早 く導入 して い る米国 では、かな り進 ん
でい る。 日本では 、成 果 主義の導入 以来 、何人か の経 営学者が言及 して いるに過 ぎな い(た とえば、守
島、1997,1999a、1999b;奥西、2001;高橋潔 、1998)。成果主義導入か ら約10年とな る現在、成果主義の
問題 点 に対処す るた め、各企業 が 日本に適 合す る 日本型成 果主義(た とえば楠 田,2002)を模 索 し始め た
り、 日本 的年功制 への回帰(高 橋伸 夫 、2004)さえ主張 されてい る。 しか し、 もっ と 「身近 な対人 コ ミ
ュニケー シ ョン」 に注意を払 うな ら、現在 の多 くの企業が抱 えてい る成 果 主義 の問題に対処 す ることが
で きるだ ろ う。 その可能性 を本研究の結果 は示 した。
3.今 後 の 課 題
本研究 において 、 プロセ ス公 正感 が動機 づけ に与 え る影響力 を見出せな かった要因が 、その まま今後
の課題 として まず挙 げ られ な くてはな らないだ ろ う。 上述 したが、動 機づ けに関す る質問項 目が一般 的
すぎたよ うに思 われ る。OCBやコ ミッ トメン トな どの も う少 し具体的な組織行動 に関す る変数が、プmセ
ス公正感 と動機 づけ との間に投入 され るモデル の検証が今後必要であ ろ う。
もう一つは質問の仕 方の問題 であ る。確 かに、被験者 の組織公正感 を調べ るためには、Bies(1987b)、
Bies&Tripp(20ql,2002)が指摘す る よ うに、不公 正感 体験 を想 起 して も らう必 要はあ る。 しか し、否
定的なア ウ トカム の想起 が彼 らの動機 づ けに対す る回答にバ イアス をかけ る可能性 は否定 できない。 こ
のことが 、プ ロセ スの公 正感を強 く感 じても動機 づけに至 らない遠 因 あるい は間接 的要因にな って いな
いか とい う疑義が残 る。今後 は、質問票 の作成 の仕方 にも注意す る必 要が あるだろ う。
皿.ま とめ
本研 究テー マの うち、動機 づ けの プ ロセ スを組織 公正理論 と対人 コ ミュニ ケー シ ョンに直接結びつ け
ることは で きなか ったが 、組 織公 正理論の うちの手続 き的公正理 論の主要な概念 であるVOICEと対人 コ ミ
ュニケー シ ョンとの補完的 関係 を見 出す ことがで きたこ とは意義のあ るこ とであった。 この概念統合は、
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組織公正理論 とコミュニケー シ ョン学 の理論的統合 を可能にす るだろ う。.上述の よ うに動機 づけの変数
を改 良す るこ.とによって、動機 づけのプ ロセ スが組織 公正理論 と対 人 コ ミュニ ケー シ ョンの見地か ら解
明す ることができるはず であ る。
注
1今 回の分析では共分散構造分析を利用 したため、欠損値は線型補間で処理 した。欠損値のあるケース
を削除するとい う処理を行 うと、この方法での因子分析の結果は異なるものになる。
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